長野県の教育振興のため教育委員会が計画すべきこと
～「長野県教育振興基本計画（仮称）素案」に対する課題提起～
長野県高等学校教職員組合
２　「長野県教育の現状と課題」に関わって
（１）学校教育
①学力向上のために
●少人数学級の実現。ex.「30人規模学級」の高校までの拡大。
●地域や学校の実状に応じた教育課程の編成に見合う教職員の定数増。
●非正規教職員の解消と正規教職員の大幅増。
●農林技師、農業実習助手、理科助手など実験・実習に関わる教職員の正規配置。
●学校司書の正規配置。
●実験・実習等に関わる施設・設備の充実。
●修学援助対策。
　ex.授業料等学校徴収金、教育費の軽減、無償化。授業料減免制度の充実と拡大。奨学金制度の
　　充実と拡大、返還制度の廃止。遠距離通学費の充実と拡大。修学奨励金の充実と拡大。etc.
●情報処理、視聴覚、図書館、体育施設などの学習環境の整備。
②生徒指導充実のために
●スクールカウンセラー配置の充実と拡大。
●養護教諭の複数配置。
●相談員など個に応じた指導のめの教職員定数増。
●家庭訪問等の旅費増額。
●生徒会やクラブ活動などの生徒の自主的活動の充実のための環境整備。
③食育推進のために
●児童・生徒の欠食解消のための援助。
●夜間定時制の夜食費補助の完全実施および手続きの簡素化。
●家庭科教育充実のための予算措置・人的配置。
④体力・運動能力向上のために
●体育館やグランドなど運動施設や運動器具の充実。
●運動部や大会参加にかかる諸費用の軽減と補助の充実。
●公共運動施設の充実。
●競技指導者の育成とその配置にかかる財政補助。
●部活動等の指導に当たる教職員の増員。
⑤特別支援教育充実のために
●資格のある専門教諭の配置。
●現在充職である「特別支援教育コーディネーター」の定数加配による配置。
●教育現場の希望者全員が受講できる柔軟な研修体制の確立と充実。
●外部機関との連携充実のための予算措置。
●特別支援教育に必要な施設・設備の充実。
●養護学校高等部の充実。
⑥教員の人材確保と資質向上のために
●全教科の正規採用人数の確保、非正規教員の解消。
●県単独予算による教員採用人数の大幅増。
●教職員の待遇の改善。
●教職員の自主的な研修に対する予算増。
●内地留学制度等有給長期研修への予算措置の拡充と制度の改革。
⑦開かれた学校づくり推進のために
●生徒、保護者、地域に開かれた、参加と協働の開かれた学校づくりへの予算確保。
●「子育て休暇」の設置と子育て支援を促す制度の充実。
●ＰＴＡ活動への財政支援。
⑧学校の安全確保のために
●学校建設費、修繕費の増額。
●耐震強度診断と補強工事の早期着工。
●通学路の安全整備、証明設備の設置。
●照明や空調など学校施設・設備の充実。
●衛生的な上下水道の完備。
●校用技師の正規採用。
（２）生涯学習の推進のために
●地域における文化活動・学習活動の財援助、そのための施設拡充。　
　ex.公民館・児童館・体育館などの拡充。
●図書館の図書費増額、図書施設の充実。
（３）幼児教育・家庭教育
●少子化対策の推進。
●児童手当の拡充。
●保育園、幼稚園などの整備。
●保育士、幼稚園教諭の正規採用。
（４）青少年の健全育成
●地域の子ども育成活動への財政補助。
●健全育成のための文化的施設・設備の充実。
●カウンセラー、臨床心理士、教育相談員などの地域配置。
（５）地域文化・文化財
●文化振興予算の確保と充実。
●文化施設の整備と拡充。
（６）スポーツ
●クラブ補助費の充実。
●施設・設備の充実。
●指導者育成のための予算措置。
●競技団体への支援と予算的補助の充実。
（７）人権
●基本的人権の尊重。
●「子どもの権利条約」の具体化。
●教育権、学習権の保障。
●国、地方自治体、企業等の人権侵害解消のための推進計画。
（８）多文化共生社会
●国際教育、平和教育充実のための予算措置。
●「帰国子女等に対する教員の加配」の充実と拡大。
●「日本語が不自由な生徒のための高校生活支援事業」の充実と拡大。
●支援員の賃金や労働条件の改善と充実。
●外国籍生徒の修学保障。
（９）若年層の就業
●地元企業・商店街等との雇用問題での連携、支援。
●中小企業・地域産業への支援。
●ハローワ－ク、ジョブカフェなど公的な就労支援対策の拡充。
●職業教育、労働者教育のための予算措置。
●「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく雇用の適正実施の推進。

